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意見６ 76

前提となる目標利用件数の計上方法を公表されたい。

①クレジット収納の利用件数、②Ｗｅｂ口座振替受付サービスの利用
件数のそれぞれについて各年度の目標件数が設定されているところ、
市政改革プラン2.0を見る限り、いずれも利用件数の計上方法が示され
ておらず、目標件数を達成することの意義が市民に分かりにくいと思
われる。目標件数の達成意義を明確にするためにも、前提となる利用
件数の計上方法を目標件数と合わせて公表することが望ましい。

市政改革プラン2.0の様式が計上方法を記載する様式となっていないこ
とから公表していなかった。
なお、公表については、市政改革プラン3.0以降の取組で該当するもの
があれば、市政改革室と協議の上必要に応じて検討することとする。

見解 ―

意見７ 77

納税者全体を母数とした利用割合の目標設定、達成状況の公表を実施
されたい。

多様な納税方法が整備され、その利用が普及しているかという観点か
らは、その利用納税者全体のうちどの程度の納税者に普及しているか
を検証することが有意義であると思われる。したがって、納税者全体
を母数とした利用割合についても一定の目標設定を行い、達成状況が
公表されることが望ましい。

各納税方法の周知の目的は、納税者の利便性向上等として収納方法を
認知していただくことであり、クレジット収納・Web口座振替受付サー
ビスの利用割合を拡大させることではないため、先行団体の実績等を
踏まえた利用件数による目標設定を行っていた。
なお、達成状況の公表については、市政改革プラン3.0以降の取組で該
当するものがあれば、市政改革室と協議の上必要に応じて検討するこ
ととする。

見解 ―

意見８ 77

取組内容と効果について検証されたい。

大阪市は、①クレジット収納、②Ｗｅｂ口座振替受付サービスの利用
件数を増加させるため、様々な周知方法を検討、実施しているとこ
ろ、それぞれの周知方法についてどれだけ利用促進の効果があったか
について各年度において検証がなされていないものがある。利用受付
の際に、任意のアンケートを設けるなどして、どのような周知方法が
どの程度の利用促進の効果があるのかについて検証を行い、その周知
方法について見直し、改善を行うことが望ましい。

利用促進の効果検証を周知方法に応じて行っているものの、周知方法
によっては検証し難いため、効果検証ができていないものがあった。
したがって、今後の取組における効果検証方法については、意見を踏
まえ、検討することとする。

見解 ―
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意見10 80

マイナスシーリングの設定による裁量的予算の削減に関して、予算編
成の過程の中での各所属との調整の状況及び結果について公表された
い。

市民目線で予算編成過程における各所属と財政局等との調整・協議が
適切に行われているのかは必ずしも明らかとはいえないことから、市
政改革プラン2.0その他今後の同種の取組みについても、取組みの進捗
状況及び成果の公表にあたって、予算編成に係る内部的な調整等の概
要を示すという視点にも配慮されたい。

・毎年度の予算編成過程において、ホームページなどで、所属要求段
階と財政局調整後の最終予算案の「予算事業一覧」（全事業）を公表
しており、部署・施策ごとの詳細を含めて（担当課名明記）、各事業
の予算要求から調整に至る異動や対前年度増減など、数値的な把握が
可能なことに加え、段階的な公表により、予算調整状況の把握もでき
ることとしている。
・引き続き、意見を踏まえ、より分かりやすい情報公開となるよう検
討する。

見解 ―

意見15 98

市政改革プランや今後の同種取組においては、予算管理における実質
市債残高倍率の位置づけや、各取組による目標数値への影響・効果が
分かるような情報公開の方法を検討されたい。

実質市債残高倍率の削減は、適切な予算管理を行って、過大な支出を
行わないよう取り組むことにより、その結果として実現されるもので
あると思われる。市政改革プラン２．０においては、実質市債残高倍
率の目標数値のみが記載されており、適切な予算管理という観点から
の同倍率の位置づけや、各取組を実施した場合に目標達成に向けてど
のような影響、効果があるのかが分かりにくい面がある。今後、新た
な市政改革プランや同種の取組を実施するに際には、予算編成時の
シーリング設定状況や、それによる実質市債残高倍率の削減状況等が
分かるような情報公開の方法を検討されたい。

・市民感覚をもって行財政改革を徹底的に行い、「通常収支（単年
度）の均衡」をめざすため、向こう10年間の収支改善の目安を一定の
前提で試算した「今後の財政収支概算（粗い試算）」を毎年度末に公
表しており、参考資料として、その財政収支概算（粗い試算）をもと
に「実質市債残高倍率」の推移を併せて掲載している。
・「実質市債残高倍率」は、持続可能な財政構造の構築のため、臨時
財政対策債を除く市債残高(実質市債残高倍率)の管理が必要との認識
のもと、将来世代に負担を先送りしないために、一般財源に対する実
質市債残高の割合を一定の範囲内とする観点から、他の政令市等の状
況を勘案し、平成28年度予算時までは2.0倍以内を目指すとしたところ
であり、「財政収支概算（粗い試算）」でも、同様の説明をしてい
る。
・市政改革の取組を通じて、市債残高は着実に減少しており、実質市
債残高倍率についても、令和元年度予算より、他の政令市等の状況を
勘案し、1.79倍をめざしてきたところであるが、令和元年度末におい
て下回ることとなった。（令和元年度末：1.69）
・一方で、粗い試算では、大規模な投資的事業や公共施設の老朽化へ
の対応などにより、今後、公債費が増加に転じる期間も見込まれるこ
とから、将来世代に負担を先送りしないため、今後においても引き続
き実質市債残高倍率が5大市平均を下回るよう取り組んでいく。
・なお、「財政収支概算（粗い試算）」は、毎年度の予算編成を踏ま
えて更新し、本市ホームページで公表しており、「市政改革プラン
2.0」で設定した目標に対応した現状の値と今後の推移は、適宜把握が
可能となっている。
・引き続き、意見を踏まえ、より分かりやすい情報公開となるよう検
討する。

見解 ―


